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令和５年度 島根県の中小企業労働事情実態調査（概要版） 

島根県中小企業団体中央会 

 

１．調査趣旨 

島根県中小企業団体中央会では、令和５年７月１日現在の島根県内の従業員 300 人以下

の中小企業（卸売業・サービス業については従業員 100 人以下、小売業については従業員

50 人以下の県下 600 事業所）における「中小企業労働事情実態調査」集計結果を取りまと

めました。 

本調査は、中小企業における労働事情（経営状況、労働時間、雇用環境、賃金など）を

的確に把握し、適切な労働対策を樹立することを目的に、昭和 39 年から毎年全国一斉に

実施しています。 

 

２．調査方法・項目 

この調査は、県下中央会傘下の事業協同組合等に所属する事業所を抽出して調査票を郵

送し、これを回収・集計・分析したものです。 

 この概要版は、今年度の全国調査 8 項目及び、島根県独自の追加調査 5項目の中から、

最近の経営トピックスである「経営状況」、「パートタイマー」、「賃金改定」、「障がい者雇

用」、「外国人雇用（受入）」に関する内容について特に選定し作成したものです。 

  

３．回答事業所数 

全国調査の回答事業所数等 

      単位：（事業所数）  

  調査対象事業所 有効回答数 製造業 非製造業 有効回答率 

全国 40,271 18,139 8,469 9,670 45.0% 

島根県 600 300 110 190 50.0% 

 

追加調査回答数 

      単位：（事業所数）  

  調査対象事業所 有効回答数 製造業 非製造業 有効回答率 

島根県 600 290 130 160 48.3％ 

 

 

 

 



Ⅰ 経営上の隘路（障害） 

島根県計では、令和４年度まで「人材不足（質の不足）」が、過去 7 ヶ年の調査にて、最も

高い回答割合であったが、令和５年度は「光熱費・原材料・仕入品の高騰」（59.7％）が最

大となった。 

〈図 経営上の隘路（「人材不足（質の不足）」・「光熱費・原材料・仕入品の高騰」【島根県計７ヶ年比較】〉 

 

 

Ⅱ パートタイマーが就業調整をした理由  

・全国平均では「年収が 103 万円を超えると所得税が発生するため」の回答割合が最も高

いのに対して、島根県計では「年収が 130 万円を超えると社会保険料が発生するため」

が最上位となっている。 

〈図 パートタイマーが就業調整をした理由【島根県計・従業員規模別】〉 
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Ⅲ 賃金「引上げ」の平均昇給額・昇給率（加重平均）  

・直近３ヶ年度の平均昇給額の推移を見ると、島根県計では年々高くなっており、特に従業

員規模「1〜9 人」で平均昇給額（＋3,250 円）、平均昇給率（5.62％）の増加している。 

 

平均昇給額と平均昇給率（加重平均）   （ ）内は前年比 

  平均昇給額 平均昇給率 

全国 8,920 円（＋2,038） 3.48%（＋0.8） 

島根県 9,298 円（＋3,107） 3.71%（＋1.2） 

業

種 

製造業 8,419 円（＋3,653） 3.63%（＋1.62） 

非製造業 9,866 円（＋2,664） 3.76%（＋0.92） 

規

模

別 

1～9人 13,598 円（＋3,251） 5.62%（＋1.25） 

10～29 人 9,720 円（＋2,017） 3.95%（＋0.73） 

30～99 人 10,309 円（＋4,931） 4.1%（＋1.98） 

100～300 人 7,692 円（＋1,730） 3.05%（＋0.61） 

 

「参考」 

出所：2023 年春季労使交渉・中小企業業種別妥協結果（加重平均） （一社）日本経済団体連合会 

（ ）内は前年比 

規模別 妥結額 アップ率 

100 人未満 7,582 円（＋3,085） 3.01％（＋1.21） 

100 人～300 人未満 7,576 円（＋2,517） 2.88％（＋0.94） 

 

島根県の業種別の平均昇給額（加重平均） 

製
造
業 

食料品 14,089 円 非
製
造
業 

運輸業 3,552 円 

繊維工業 10,000 円 建設業 10,401 円 

木材・木製品 7,166 円 卸売業 9,058 円 

印刷・同関連 4,836 円 小売業 11,979 円 

窯業・土石 6,734 円 サービス業 8,695 円 

金属・同製品 7,166 円  

機械器具 12,849 円 

※加重平均は、各事業所の一人当たりの昇給額に対象者数を乗じた総和を対象者数の合計で除した数値。 



Ⅳ 法定雇用による障がい者雇用について 

・法で雇用義務の生じる規模（43.5 人以上）の事業所のうち、障がいのある人を 1 人以上

雇用している事業所は、43.5 人以上の事業所で、69.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 外国人雇用（受入）の今後の考え方 

・外国人雇用の今後の考え方として、「リスクを感じ、踏み切れない」事業所が最も多

い。 

・「これから研究して前向きに取り組む」や「雇用（受入）を増やす」等、前向きな回

答もある。 
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中小企業労働事情
― 島根県中小企業労働事情実態調査結果報告書 ―

令和5年度



は　じ　め　に

令和 5 年 5 月に新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが 5 類に引き下げられ、経済活動の
正常化が進む我が国経済は、国際情勢の緊迫化、原油・原材料価格や物価の高騰及び部材の調達難
などの影響を受け、先行き不透明な状況が続いております。

日銀短観では、大企業の製造業の景気判断を示す指数は 3 四半期連続で改善、大企業の非製造業
の指数は1991年以来、およそ32年ぶりの高い水準となりました。

また、内閣府月例報告では、「景気は、このところ一部に足踏みも見られるが、緩やかに回復し
ている」としつつも、「海外景気の影響により、国内景気の相場が下落するリスクとなり、物価上
昇、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要がある」としています。更には、最低賃金の大幅
な引き上げや、新型コロナ対策特別融資、いわゆるゼロゼロ融資への対応など課題が山積してい
ます。

今まさに中小企業は、固定観念を打ち破り、革新的なアイデアによって市場を変化させる柔軟性
が必要になってきています。

このような情勢の中、本調査は、昭和39年から毎年全国一斉に、県内中小企業の経営状況・労働
事情を的確に把握し、これに基づく時宜を得た労働対策行っていくことを目的に実施するもので
す。今年度も当会では、県内の様々な業種の中小企業組合にご協力いただき、その組合員600事業
所を対象に、「中小企業労働事情実態調査」を実施しました。

本報告書が、県内中小企業の労働事情の実態把握と、今後の労務管理改善の一助となれば幸いに
存じます。

最後に、本調査にご協力いただきました関係組合並びに調査対象事業所の皆様方に厚くお礼を申
し上げますとともに、今後、益々のご発展を祈念申し上げます。

令和 6 年 2 月

島根県中小企業団体中央会
会　長　杉　谷　　雅　祥
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〔Ⅰ〕調査実施のあらまし

1 ．目的
この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並びに

時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資することを目的とする。

2 ．調査の方法
県下中央会傘下の事業協同組合等を抽出して調査票を郵送し、これを回収・集計・分析したもの

である。

3 ．調査対象および事業所数
調査対象事業所数は、従業員300人以下の中小企業、ただし、卸売業･サービス業については従業

員100人以下、小売業については従業員50人以下の県下600事業所を対象とした。

4 ．調査対象業種
次頁、業種別、規模別回答事業所数の内訳参照。

5 ．調査時点
令和 5 年 7 月 1 日（土）

6 ．調査内容
①経営に関する内容
②労働時間に関する内容
③有給休暇に関する内容
④�原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁の状況に関する内容
⑤新規学卒者の採用に関する内容
⑥中途採用に関する内容
⑦パートタイマーに関する内容
⑧賃金改定に関する内容

島根県
における

令和 5年度
中小企業労働事情実態調査
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〔Ⅱ〕回答事業所の概要
1 ．回答事業所数および回答率

調査対象事業所は600事業所で、回答を得た事業所は300事業所、その内訳は、製造業110事業所、
非製造業190事業所であり、有効回答率は50.0％であった。
（�全国：調査対象事業所：40,271、有効回答数：18,139、製造業：8,469、非製造業：9,670、�  

有効回答率：45.0％）

2 ．労働組合の組織状況

【ポイント】
・�島根県計の労働組合が「ある」割合は、従業員規模が大きいほど高い傾向が見られ、製造業

が非製造業より高い。

労働組合の組織状況について、島根県計で労働組合が組織されている事業所は、299事業所中17
事業所の5.7％で、全国平均7.1％を1.4ポイント下回っている。

島根県計の従業員規模別に見ると、労働組合が組織されている事業所は、従業員規模「100～300
人」で23.5％、「30～99人」で16.4％、「 1 ～ 9 人」では1.0％、「10～29人」で0.0％となっている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、島根県計の労働組合が組織されている事業所は、製造
業10.0％が非製造業3.2％を6.8ポイント上回っている。

［表］　業種別･規模別回答事業所数の内訳（島根県）� （単位：事業所数）
従業員規模 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 計

島 根 県 103 107 73 17 300

製
　
造
　
業

小　　　　計 41 36 27 6 110
食 料 品 11 8 8 0 27
繊 維 工 業 4 5 1 0 10
木 材 ・ 木 製 品 12 6 2 1 21
印 刷 ・ 同 関 連 3 4 2 0 9
窯 業 ・ 土 石 2 7 4 1 14
化 学 工 業 2 0 0 0 2
金 属 、 同 製 品 5 3 6 4 18
機 械 器 具 2 1 3 0 6
そ の 他 0 2 1 0 3

非
製
造
業

小　　　　計 62 71 46 11 190
情 報 通 信 業 - - - - 0
運 輸 業 3 5 5 - 13
建 設 業 25 44 17 5 91
卸 売 業 5 4 7 0 16
小 売 業 15 12 8 2 37
サ ー ビ ス 業 14 6 9 4 33

・統計表あるいはグラフ中には、集計母数が極めて少ないものがあります。
・設問項目ごとに「不明」、「非該当」を除いて集計しているため、各有効回答数に差が生じています。
・構成百分率の計算は、小数点第 2 位以下を四捨五入しており、合計が100.0％にならない場合があります。

単位：（事業所数）
調査対象事業所 有効回答数 製造業 非製造業 有効回答率

全　　　国 40,271 18,139 8,469 9,670 45.0％
島　根　県 600 300 110 190 50.0%
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　［図］　労働組合の有無
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3 ．回答事業所の従業員に関する特徴
（1） 常用労働者の性別構成

【ポイント】
・�島根県計の常用労働者の性別構成は、全国平均より男性の割合が高く、女性の割合が低い。
・島根県計の女性の割合は、製造業が非製造業より高い。
・島根県計の従業員規模が大きくなるほど、男性の割合が高く、女性の割合が低い傾向が見られる。

常用労働者の性別構成は、島根県計で「男性」74.4％・「女性」25.6％となっており、全国平均
（「男性」70.0％・「女性」30.0％）より、「男性」が4.4ポイント上回り、「女性」が4.4ポイント下
回っている。

島根県計の従業員規模別に女性の割合をみると、従業員規模「 1 ～ 9 人」で36.8％と最も高く、
「10～29人」で26.0％、「30～99人」で24.8％、「100～300人」で24.5％となっている。従業員規模
が大きくなるほど、男性の割合が高くなり、女性の割合が低くなる傾向が見られる。

島根県計の製造業・非製造業別に女性の割合をみると、製造業26.5％が非製造業25.2％を1.3ポ
イント上回っている。

　［図］　常用労働者の性別構成
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（2） 従業員の雇用形態

【ポイント】
・�島根県計の従業員の雇用形態は、正社員の割合が圧倒的に高く、全国平均を上回り、パート

タイマーの割合は全国平均を下回っている。
・島根県計の正社員の割合は、製造業が非製造業より高い。
・�島根県計の従業員規模が大きくなるにつれて正社員の割合が低くなり、嘱託・契約社員の割

合が高くなる傾向がみられる。

従業員の雇用形態は、島根県計では「正社員」80.5％の割合が最も高く、次いで「パートタイ
マー」11.3％、「嘱託・契約社員」5.0％、「派遣」1.5％となっている。「正社員」の割合は全国平
均（75.2％）に比べ、5.3ポイント高く、「パートタイマー」の割合は全国平均（15.6％）に比べ、
4.3ポイント低くなっている。

島根県計の従業員規模別に「正社員」の割合をみると、従業員規模「10～29人」が85.9％と最も
高く、次いで「 1 ～ 9 人」84.3％、「30～99人」の79.9％、「100～300人」77.7％となっている。こ
のうち「30～99人」・「100～300人」の従業員規模が大きくなるにつれて、「 1 ～ 9 人」・「10～29人」
の小規模よりも、「正社員」の割合は低くなる傾向がみられる。また「嘱託・契約社員」の割合は、
従業員規模が大きくなるほど高くなる偏りが目立つ。

島根県計の製造業・非製造業別に「正社員」の割合をみると、製造業は80.8％、非製造業は
80.4％で、ほぼ同様の割合となっている。

　［図］　従業員の雇用形態
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〔Ⅲ〕調査結果の概要

1 ．経営状況について
（1） 現在の経営状況

【ポイント】
・令和 ５ 年度の島根県計の経営状況は、昨年度より「悪い」回答割合が減少している。
・島根県計は全国平均より「良い」回答割合が下回り、「変わらない」回答割合は上回っている。
・島根県計では、従業員規模が大きくなると「良い」回答割合が高い傾向がみられる。

島根県下における経営状況について年次推移をみると、令和 5 年度の調査では、「良い」は
16.7％で、令和 ４ 年度から1.1ポイント増加している。一方で、「悪い」は25.7％で、昨年度から
8.5ポイント減少している。また、「変わらない」は57.7％で、令和 ４ 年度から7.5ポイント増加し
ている。

島根県計は、総じて令和 ４ 年度より「良い」が微増し、「悪い」が減少している。
［図］　経営状況【年次推移】
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次に、現在の経営状況について、令和 5 年度の調査結果を詳細にみると、島根県計の「良い」は
16.7％で、全国平均20.1％を3.4ポイント下回り、「悪い」は25.7％で全国平均29.4％に3.7ポイン
ト及ばない。また「変わらない」が57.7％で、全国平均50.5％を7.2ポイント上回っている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、「良い」は製造業20.0％、非製造業14.7％で、製造業
が非製造業を5.3ポイント上回っている。「悪い」は製造業32.7％、非製造業21.6％で、製造業が非
製造業を11.1ポイント上回っている。

島根県計の業種別にみると、「良い」は「印刷・同関連」、「金属、同製品」の33.3％が最も高く、
「食料品」の29.6％、「サービス業」の21.2％と続いている。対して、「悪い」は「窯業・土石」の
57.1％が最も高く、続いて「木材・木製品」42.9％、「運輸業」30.8％、「繊維工業」30.0％の順と
なっている。

島根県計の従業員規模別にみると、「良い」の回答割合が最も高いのは「100～300人」で29.4％、
次いで「10～29人」が18.7％と続いており、対して「悪い」の回答割合が最も高いのは「 1 ～ 9
人」の30.1％、更に「30～99人」の28.8％となっている。
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　［図］　現在の経営状況
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（2） 主要事業の今後の方針

【ポイント】
・�島根県計では、令和 4 年度より「強化拡大」が増加、「現状維持」は減少、「縮小・廃止・そ

の他」は微増となっている。

主要事業の今後の方針について年次推移をみると、令和 5 年度の調査にて、島根県計では、「強
化拡大」は30.8％で令和 4 年度（R 4 ）（26.5％）より4.3ポイント増加、「現状維持」は62.7％で

（R 4 ・68.7％）より6.0ポイント減少、「縮小・廃止・その他」は6.5％で（R 4 ・4.8％）より1.7
ポイントわずかに増えている。

島根県計では、総じて「強化拡大」とする事業所の回答割合が直近 5 年間の推移で増加している
傾向がみられる。

［図］　主要事業の今後の方針【年次推移】
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次に、主要事業の今後の方針について、令和 5 年度の調査結果を詳細にみると、島根県計におけ
る「強化拡大」は30.8％（全国平均32.3％を1.5ポイント下回り）、「現状維持」は62.7％（全国平
均62.7％と同じ）、「縮小・廃止・その他」は6.5％（全国平均5.0％を1.5ポイント上回り）となっ
ている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、「強化拡大」は製造業（37.0％）が非製造業（27.3％）
を9.7ポイント上回り、「現状維持」は非製造業（63.6％）が製造業（61.1％）を2.5ポイント越え
ている。また、「縮小・廃止・その他」は非製造業（9.1％）が製造業（1.9％）を7.2ポイント上
回っている。

島根県計の業種別にみると、「強化拡大」は「食料品」の61.5％が最も高く、次いで「サービス
業」の39.4％、「金属、同製品」の38.9％、「木材・木製品」30.0％、「卸小売業」の28.8％と続い
ている。一方で、「縮小・廃止・その他」は「卸小売業」の15.4％が最も高く、次いで「窯業・土
石」の14.3％、「サービス業」の9.1％の順となっている。

島根県計の従業員規模別にみると、「強化拡大」の回答割合は「100～300人」が47.1％と最も高
く、「縮小・廃止・その他」は「10～29人」が9.6％で一番大きくなっている。また、「現状維持」
は全ての従業員規模において50％以上となっており、「 1 ～ 9 人」の65.7％が最大である。
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　［図］　主要事業の今後の方針
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（3） 経営上の隘路（障害）

【ポイント】
・�島根県計では、令和 4 年度まで「人材不足（質の不足）」が、 7 年連続、最も高い回答割合で

あったが、令和 5 年度は「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が最大となった。

経営上の隘路（障害）についてみると、島根県計では回答割合が高い順に、「光熱費・原材料・
仕入品の高騰」59.7％（全国平均57.7％）、「人材不足（質の不足）」55.0％（全国平均48.4％）、

「労働力不足（量の不足）」50.7％（全国平均39.2％）、「販売不振・受注の減少」25.7％（全国平均
27.9％）と続いている。

［図］　経営上の隘路【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別にみると、「 1 ～ 9 人」では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が最も
回答割合が高く、「30～99人」・「100～300人」では、「人材不足（質の不足）」が最大となっている。

「10～29人」では、「労働力不足（量の不足）」・「人材不足（質の不足）」・「光熱費・原材料・仕入品
の高騰」が同率で最も回答割合が高かった。

［図］　経営上の隘路【島根県計・従業員規模別】
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島根県計の製造業・非製造業別にみると、製造業では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」77.3％
で最も高く、次いで「人材不足（質の不足）」が46.4％、「労働力不足（量の不足）」42.7％と続い
ている。一方、非製造業では「人材不足（質の不足）」が60.0％で最も高く、次いで「労働力不足

（量の不足）」55.3％、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」49.5％の順となっているとなっている。
［表］　経営上の隘路（業種別の上位 5位）� （　）内は前年順位

島根県 製造業 非製造業

1位 光熱費・原材料・仕
入品の高騰（2） 59.7% 光熱費・原材料・仕

入品の高騰（1） 77.3% 人材不足（質の不
足）（1） 60.0%

2位 人材不足（質の不
足）（1） 55.0% 人材不足（質の不

足）（2） 46.4% 労働力不足（量の不
足）（2） 55.3%

3位 労働力不足（量の不
足）（3） 50.7% 労働力不足（量の不

足）（4） 42.7% 光熱費・原材料・仕
入品の高騰（3） 49.5%

4位 販売不振・受注の減
少（4） 25.7% 販売不振・受注の減

少（3） 35.5% 同業他社との競争激
化（5） 23.2%

5位 人件費の増大（7） 19.3% 人件費の増大（7） 20.0% 販売不振・受注の減
少（4） 20.0%

［図］　経営上の隘路（「人材不足（質の不足）」・「光熱費・原材料・仕入品の高騰」【島根県計 7ヶ年比較】
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にて、最も高い回答割合であったが、令和 5 年度は「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が最大と
なった。
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（4） 経営上の強み

【ポイント】
・�島根県計では、「製品・サービスの独自性」・「組織の機動力・柔軟性」・「技術力・製品開発力」・
「製品の品質・精度の高さ」・「顧客への納品・サービスの速さ」が回答割合の上位となっている。

・製造業・非製造業、従業員規模によって、回答割合が高い項目に違いが見られる。

経営上の強みについてみると、島根県計では回答割合が高い順に、「製品・サービスの独自性」
25.6％（全国平均25.3％）、「組織の機動力・柔軟性」25.3％（全国平均23.6％）、「技術力・製品開
発力」24.6％（全国平均26.8％）、「製品の品質・精度の高さ」22.1％（全国平均25.8％）「顧客へ
の納品・サービスの速さ」20.8％（全国平均25.7％）となっている。

［図］　経営上の強み【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別にみると、最も回答割合が高い項目は従業員規模によって違いが表れ
ており、「 1 ～ 9 人」では「製品・サービスの独自性」、「10～29人」では「技術力・製品開発力」・

「組織の機動力・柔軟性」、「30～99人」では「製品の品質・精度の高さ」、「100～300人」では「技
術力・製品開発力」が、それぞれ最も割合が高くなっている。

［図］　経営上の強み【島根県計・従業員規模別】
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島根県計の製造業・非製造業別にみると、回答割合が高い順に、製造業では「製品の品質・精
度の高さ」37.4％、「生産技術・生産管理能力」31.8％、「製品・サービスの独自性」28.0％、「技
術力・製品開発力」23.4％と続いている。一方、非製造業では「組織の機動力・柔軟性」28.6％、

「技術力・製品開発力」25.3％、「製品・サービスの独自性」24.2％の順となっており、回答割合が
高い項目は製造業と非製造業で違いがみられる。

［表］　経営上の強み（業種別の上位 5位）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内は前年順位

島根県 製造業 非製造業

1位 製品・サービスの独
自性（2） 25.6% 製品の品質・精度の

高さ（1） 37.4% 組織の機動力・柔軟
性（1） 28.6％

2位 組織の機動力・柔軟
性（3） 25.3% 生産技術・生産管理

能力（3） 31.8% 技術力・製品開発力
（1） 25.3％

3位 技術力・製品開発力
（1） 24.6% 製品・サービスの独

自性（2） 28.0% 製品・サービスの独
自性（3） 24.2％

4位 製品の品質・精度の
高さ（5） 22.1% 技術力・製品開発力

（4） 23.4% 商品・サービスの質
の高さ（5） 21.4%

5位 顧客への納品・サー
ビスの速さ（4） 20.8% 顧客への納品・サー

ビスの速さ（5） 20.6%
顧客への納品・サー
ビスの速さ（2）・
財務体質の強さ、資
金調達力（4）

20.9%
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2 ．従業員の労働時間について
（1） 週所定労働時間

【ポイント】
・島根県計では、「40時間」・「38時間超40時間未満」の割合が全国平均より高い。
・製造業が非製造業より、週所定労働時間が短い傾向が見られる。

週所定労働時間についてみると、島根県計では回答割合が高い順に、「40時間」52.4％（全国平
均47.3％）、「38時間超40時間未満」26.5％（全国平均25.0％）、「38時間以下」12.2％（全国平均
16.3％）、「40時間超44時間以下」8.2％（全国平均10.4％）となっている。全国平均との比較にて、
島根県計が上回る項目は「40時間」が5.1ポイント、「38時間超40時間未満」が1.5ポイントで、下
回る項目は「40時間超44時間以下」が2.2ポイント、「38時間以下」が4.1ポイントとなっている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、週所定労働時間が40時間未満（「38時間以下」と「38
時間超40時間未満」の合計）の回答割合は、製造業46.7％が非製造業34.3％を12.4ポイント上回
り、40時間以上（「40時間」と「40時間超44時間以下」の合計）の回答割合は、非製造業65.3％が
製造業52.3％を13.0ポイント上回っている。

島根県計の従業員規模別では、週所定労働時間が40時間未満（「38時間以下」と「38時間超40時
間未満」の合計）の回答割合をみると、「 1 ～ 9 人」39.6％で、他の従業員規模の回答割合（「30～
99人」38.9％、「10～29人」38.4％、「100～300人」が35.3％）を上回っている。

　［図］　週所定労働時間
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（2） 月平均残業時間（従業員 1 人当たり）

【ポイント】
・�令和 5 年度の島根県計の月平均残業時間（従業員 1 人当たり）は12.17時間で、全国平均及び

令和 4 年度（R 4 ）の島根県平均より長くなっている。
・�島根県計では、従業員規模が小さい企業群において令和 4 年度より月平均残業時間が長くな

る傾向がみられ、製造業が非製造業より2.72時間多い。

従業員 1 人当たりの月平均残業時間をみると、島根県計が12.17時間となっている。全国平均
10.79時間より1.38時間長く、令和 4 年度調査の島根県計9.30時間より2.87時間増加している。

島根県計の従業員規模別にみると、月平均残業時間は、「100～300人」の16.24時間（R 4 ・
16.33時間）、「30～99人」の11.39時間（R 4 ・11.94時間）、「10～29人」の13.43時間（R 4 ・9.76
時間）、「 1 ～ 9 人」の10.69時間（R 4 ・6.04時間）となり、「100～300人」「30～90人」を除くと、
事業規模が小さい企業群において令和 4 年度より月平均残業時間が長くなる傾向にある。また、令
和 4 年度と比較して、「 1 ～ 9 人」及び「10～29人」の月平均残業時間（「 1 ～ 9 人」4.65時間増、

「10～29人」3.67時間増加）の伸びが顕著である。
島根県計の製造業・非製造業別にみると、製造業13.88時間が非製造業11.16時間を2.72時間上

回っている。令和 4 年度調査（製造業9.08時間、非製造業9.44時間）に比べ、令和 5 年度の時間数
が増えている。島根県計の業種別にみると、「印刷・同関連」（29.00時間）・「運輸業」（28.30時間）
が25時間を超えており、調査対象業種の中では長時間となっている。逆に「卸売業」が6.38時間、

「食料品」6.93時間で、調査対象業種の中では短い月平均残業時間となっている。令和 4 年度調査
と比べて変動が大きい業種では、「印刷・同関連」が24.4時間増、「木材・木製品」では6.78時間長
くなっている。

［図］　月平均残業時間（従業員 1人当たり）
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3 ．従業員の有給休暇について
（1） 平均付与日数（従業員 1 人当たり）

【ポイント】
・島根県計の年次有給休暇平均付与日数（従業員 1 人当たり）は、全国平均を僅かに上回る。
・非製造業が製造業より多くなっている。

従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均付与日数をみると、島根県計が16.79日となっており、
全国平均16.26日より0.53日多くなっている。

島根県計の従業員規模別に見ると、平均付与日数が多い順に、「10～29人」の17.03日、「100～
300人」の16.80日、「 1 ～ 9 人」の16.74日、「30～99人」の16.53日となっている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、非製造業17.18日が製造業16.10日を1.08日上回って
いる。島根県計の業種別にみると、平均付与日数が多い順に、「小売業」18.56日、「窯業・土石」
18.14日、「建設業」17.74日、「機械器具」17.33日、「印刷・同関連」17.29日と続き、計 7 業種が
島根県計及び全国平均を上回っている。逆に、平均付与日数が少ない順に、「繊維工業」13.33日、

「食料品」14.25日、「サービス業」15.31日となっており、計 5 業種が島根県計及び全国平均を下
回っている。

（2） 平均取得日数（従業員 1 人当たり）

【ポイント】
・島根県計の有給休暇平均取得日数（従業員 1 人当たり）は、全国平均を僅かに上回る。
・島根県計の非製造業は製造業より多くなっている。
・島根県計では、従業員規模が大きくなるほど、平均取得日数が多くなる傾向が見られる。

従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均取得日数をみると、島根県計で9.52日となっており、全
国平均9.50日より0.02日多く、昨年度調査の島根県計8.91日より0.61日多くなっている。

島根県計の従業員規模別にみると、平均取得日数が多い順に、「100～300人」の10.33日、「30～
99人」の9.89日、「10～29人」の9.41日、「 1 ～ 9 人」の9.20日となっており、従業員規模が大きく
なるほど平均取得日数が多くなる傾向が見られる。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、非製造業9.68日が製造業9.23日を0.45日上回ってい
る。業種別に見ると、平均取得日数が多い順に、「窯業・土石」12.07日、「金属、同製品」12.00
日、「卸売業」11.13日、「建設業」10.40日と続き、計 4 業種が島根県計及び全国平均を上回ってい
る。逆に、平均取得日数が少ない順に、「繊維工業」6.11日、「機械器具」6.67日、「食料品」7.79
日、「運輸業」8.00日と続き、計 8 業種が島根県計及び全国平均を下回っている。
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［図］　年次有給休暇の平均付与日数・取得日数（従業員一人当たり）【全国・島根県計・規模別】
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（3） 平均取得率（従業員 1 人当たり）
【ポイント】

・�令和 5 年度の県内中小企業の年次有給休暇平均取得率（従業員 1 人当たり）は、全国平均を
下回る。一方で令和 4 年度調査の島根県計の平均取得率より、高くなっている。

・島根県計の製造業は、非製造業より低い取得率となっている。
・�島根県計の従業員規模別では、「100～300人」の平均取得率が、他の従業員規模より高くなっ

ている。

従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均取得率は、島根県計で60.44％となっており、全国平均
61.91％より1.47ポイント低くなっている。昨年度調査の島根県計58.54％より1.90ポイント高く
なっている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、平均取得率は非製造業が60.63％、製造業が60.09％と
なっており、非製造業が製造業を0.54ポイント上回っている。業種別にみると、平均取得率が高い
順に、「窯業・土石」70.64％、「卸売業」69.82％、「金属、同製品」68.89％、「建設業」63.51％と
続き、計 4 業種が島根県計及び全国平均を上回っている。逆に、平均取得率が低い順に、「機械器
具」38.26％、「繊維工業」46.79％、「小売業」51.15％、「印刷・同関連」54.28％「木材・木製品」
57.85％と続いており、計 7 業種が島根県計及び全国平均を下回っている。

［図］　年次有給休暇の取得率（従業員 1人当たり）【全国・島根県計・業種別】
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島根県計の従業員規模別にみると、平均取得率が高い順に、「100～300人」の62.11％、「30～99
人」の61.30％、「 1 ～ 9 人」の60.65％、「10～29人」の59.36％となっており、最も高い「100～
300人」と最も低い「10～29人」の平均取得率の差は2.75ポイントとなっている。
［図］　年次有給休暇の取得率（従業員 1人当たり）【島根県計・規模別】
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4 ．原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁の状況について
（1） 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況

【ポイント】
・「価格の引上げ（転嫁）に成功した」の回答割合は、島根県計が全国平均より高い。
・�島根県計の製造業・非製造業別をみると、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」の回答割合は

製造業が非製造業より高く、「転嫁はできなかった」の回答割合は非製造業が製造業を上回る。

原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況をみると、最も回答割合が高い項
目が、島根県計・全国平均ともに「価格の引上げ（転嫁）に成功した」で、島根県計（51.2％）が
全国平均（49.5％）より1.7ポイント高く、「価格引上げの交渉中」は、全国平均（19.7％）が島根
県計（15.7％）より4.0ポイント高くなっている。また、「転嫁はしていない（価格変動の影響はな
い）」は、島根県計（10.5％）と全国平均（9.7％）で10％程度となっている。あわせて、「対応未
定」の事業所も目につく。

島根県計の製造業・非製造業別をみると、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」・「これから価格
引上げの交渉を行う」では、それぞれ製造業の回答割合が非製造業を上回り、逆に、「価格引上げ
の交渉中」・「転嫁はしていない（価格変動の影響はない）」・「転嫁はできなかった」は、非製造業
が製造業より高くなっている。

［図］　原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別をみると、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」は、「30～99人」54.3％
が最も回答割合が高く、「 1 ～ 9 人」51.5％、「10～29人」50.5％、「100～300人」41.2％と続いて
いる。また、「転嫁はしていない（価格変動の影響はない）」、「転嫁はできなかった」では、「 1 ～
9 人」がそれぞれ13.4％、3.1％で、最も高くなっている。

［図］　原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況【島根県計・従業員規模別】
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（2） 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容

【ポイント】
・�島根県計、全国平均とも「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」の回答割合が圧倒的に高い。
・�島根県計の製造業・非製造業別では、「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」「利益確保分の

転嫁を行った（行う予定）」の回答割合は、製造業が非製造業を上回り、「人件費引上げ分の
転嫁を行った（行う予定）」の回答割合は、それぞれ非製造業が製造業より高くなっている。

原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容についてみると、島根県計（82.2％）・
全国平均（77.4％）ともに「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」の回答割合が圧倒的に高く
なっている。他の回答項目でも、「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）」では島根県計
31.3％・全国平均30.8％、「利益確保分の転嫁を行った（行う予定）」では島根県計24.5％・全国平
均25.1％と、それぞれ同程度の回答割合となっている。

島根県計の製造業・非製造業別をみると、「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」の回答割合
は、製造業83.1％が非製造業81.5％を1.6ポイント上回り、「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う
予定）」では非製造業33.6％が製造業28.1％を5.5ポイント、「利益確保分の転嫁を行った（行う予
定）」では製造業28.1％が非製造業21.8％を6.3ポイント、それぞれ高くなっている。
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［図］　原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計を従業員規模別にみると、「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」では最も回答割合
が高いのが「 1 ～ 9 人」83.8％となっており、「100～300人」83.3％、「10～29人」81.7％、「30～
99人」80.7％と、各従業員規模で回答割合に開きがない状況である。他に、「人件費引上げ分の転
嫁を行った（行う予定）」では「30～99人」40.4％、「利益確保分の転嫁を行った（行う予定）」の

「30～99人」29.8％が、それぞれ続いて高くなっており、この 2 つの回答項目でも従業員規模で回
答割合に大きな差がない。

［図］　原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容【島根県計・従業員規模別】
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（3） 一年前と比べた価格転嫁率の状況

【ポイント】
・�価格引上げ（転嫁）に成功した事業所で、一年前と比べた価格転嫁率の状況は、「10％未満」・
「10～30％未満」の 2 項目の回答割合が、突出して高くなっている。

・�島根県計の製造業・非製造業別をみると、価格転嫁率が「10％未満」の回答割合は非製造業
が製造業を上回り、価格転嫁が「10～30％未満」の回答割合は製造業が非製造業より高く
なっている。

価格引上げ（転嫁）に成功した事業所について、一年前と比べた価格転嫁率の状況をみると、島
根県計・全国平均ともに「10％未満」・「10～30％未満」の 2 項目の回答割合が、突出して高くなって
いる。「10％未満」の回答割合は、島根県計43.5％が全国平均42.3％より1.2ポイント上回っている。

島根県計の製造業・非製造業別では、回答割合が高い順に、製造業では「10～30％未満」
52.6％、「10％未満」33.3％と続くのに対し、非製造業では「10％未満」51.5％、「10％～30％未
満」32.3％の順となっている。「10％未満」は非製造業が製造業を18.2ポイント上回り、「10％～
30％未満」は製造業が非製造業より20.3ポイント高くなっている。

［図］　一年前と比べた価格転嫁率の状況【全国・島根県計・製造業・非製造業別】

42
.3

41
.5

4.
3

4.
1 6.
5

1.
3

43
.5

41
.2

2.
3 5.
6 6.
8

0.
6

33
.3

52
.6

3.
8 5.
1

5.
1

51
.5

32
.3

1.
0

6.
1 8.
1

1.
0

0.
0

0

10

20

30

60

40

50

（%）

島根県　計
非製造業

全　国
製造業

100％以上70～ 100％未満50～ 70％未満30～ 50％未満10～ 30％未満10％未満

島根県計の従業員規模別では、「10％未満」については従業員規模別で回答割合の大きな差は
なく、「10～30％未満」については、「 1 ～ 9 人」46.6％・「30～99人」44.7％が「100～300人」
33.3％・「10～29人」34.9％より、10～13ポイント程度高くなっている。

［図］　一年前と比べた価格転嫁率の状況【島根県計・従業員規模別】
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5 ．新規学卒者の採用について
（1） 令和 5 年 3 月新規学卒者の採用計画

【ポイント】
・�島根県計、全国平均とも「採用計画を行わなかった」の回答割合が高く、「採用計画をし、実

際に採用した」・「採用計画をしたが、採用しなかった」の回答割合は低い。
・�島根県計の製造業・非製造業別では、「採用計画を行わなかった」・「採用計画をし、実際に採

用した」の回答割合は、製造業が非製造業より高く、「採用計画をしたが、採用しなかった」
の回答割合は、非製造業が製造業より高い。

令和 4 年度の従業員の採用計画について、回答割合が高い項目順に、島根県計（69.8％）・全国
平均（72.7％）とも「採用計画を行わなかった」が最も高く、島根県計では「採用計画をしたが、
採用しなかった」（16.5％）、「採用計画をし、実際に採用した」（13.7％）と続いている。島根県計
と全国平均を比較すると、「採用計画をしたが、採用しなかった」では4.6ポイント、島根県計が全
国平均を上回っており、「採用計画を行わなかった」では2.9ポイント、「採用計画をし、実際に採
用した」では1.7ポイント、島根県計が全国平均を下回っている。

島根県計の製造業と非製造業を比較すると、回答割合が高い項目順に違いがみられる。製造業で
は、「採用計画を行わなかった」（75.7％）、「採用計画をし、実際に採用した」（14.0％）、「採用計
画をしたが、採用しなかった」（10.3％）と続くのに対し、非製造業では、「採用計画を行わなかっ
た」（66.3％）、「採用計画をしたが、採用しなかった」（20.1％）、「採用計画をし、実際に採用し
た」（13.6%）の順となっている。

［図］　令和 5年 3月新規学卒者の採用計画【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別にみると、「 1 ～ 9 人」、「10～29人」、「30～99人」、「100～300人」の事
業所区分において、従業員規模が大きくなるほど「採用計画をし、実際に採用した」回答割合が高
く、従業員規模が小さくなるほど「採用計画を行わなかった」の回答割合が高くなる傾向がみら
れる。
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［図］　令和 5年 3月新規学卒者の採用計画【島根県計・従業員規模別】
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（2） 新規学卒者の採用充足率

【ポイント】
・�令和 5 年 3 月の新規学卒者の採用充足率は、「高校卒」・「短大卒（高専含）」でそれぞれ、島根

県計が全国平均よりわずかに高くなっている。
・�島根県計の技術系・事務系の採用充足率の比較では、「高校卒」・「専門学校卒」・「短大卒（含

高専）」・「大学卒」ともに、それぞれ事務系が技術系より高い割合となっている。

令和 5 年 3 月の新規学卒者の採用充足率をみると、「高校卒」・「短大卒（高専含）」では島根県計（高
校卒57.9％、短大卒（高卒含）68.2％）が全国平均（高校卒54.9％、短大卒（高専含）62.5％）より
わずかに高くなっており、「専門学校卒」・「大学卒」では島根県計（専門学校卒66.7％、大学卒52.7％）
が全国平均（専門学校卒74.3％、大学卒72.2％）を下回った。「専門学校卒」では7.6ポイント、「大学
卒」では19.5ポイント島根県計が全国平均より低く、特に「大学卒」で乖離幅が大きくなっている。

島根県計の技術系・事務系の区分にて新規学卒者の採用充足率をみると、「高校卒」・「専門学校
卒」・「短大卒（含高専）」・「大学卒」ともに、それぞれ事務系が技術系より高い割合を示しており、
特に「専門学校卒」では事務系（87.5％）が技術系（50.0％）を37.5ポイント、大きく上回っている。

［図］　新規学卒者の採用充足率
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また、島根県計の採用充足率について、令和 5 年度調査と昨年度令和 4 年度調査を比べると、10
社以上では「専門学校卒」（令和 5 年度66.7％・令和 4 年度90.0％）で23.3ポイント、「大学卒」

（令和 5 年度52.7％・令和 4 年度78.8％）で26.1ポイント、今年度が昨年度よりそれぞれ採用充足
率が低くなっている。

［図］　新規採用充足率
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　（※採用充足率……採用計画人数に占める採用実績人数の割合。）

（3） 新規学卒者の初任給（加重平均）

【ポイント】
・�新規学卒者の初任給額は、島根県計・全国平均ともに、「高校卒」・「大学卒」で事務系よりも

技術系が高い。
・�島根県計の製造業・非製造業ともに「高校卒」で事務系よりも技術系が高く、同じく「専門

学校卒」では技術系よりも事務系が高い。

令和 5 年 6 月の 1 ヵ月間に支給した 1 人当たりの平均初任給額について、新規学卒者の初任給を
みると、島根県計・全国平均とも、「大学卒：技術系」が島根県計（204,250円）・全国計（208,040
円）で最も高く、全国平均が島根県計を上回っている。島根県計と全国平均を比較すると、島根県
計が「短大卒（含高専）：事務系」（187,836円）、「専門学校卒：事務系」（187,853円）、「高校卒：
技術系」（177,182円）において全国平均を上回っている。

技術系と事務系の区分で見ると、技術系が事務系より初任給額が高いのは、島根県計が「高校
卒」・「大学卒」、全国平均が「高校卒」・「専門学校卒」・「短大卒（含高専）」・「大学卒」の全てとなっ
ている。また、事務系が技術系より初任給額が高いのは、島根県計が「専門学校卒」・「短大卒（含
高専）」、となっている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、製造業では「大学卒」の事務系（208,808円）が最も
初任給が高く、次いで「大学卒」の技術系（195,000円）、「短大卒（含高専）」の技術系（195,000
円）となっている。また、非製造業では「大学卒」の技術系（206,100円）が最も高く、次いで

「大学卒」の事務系（200,779円）、「専門学校卒」の事務系（187,495円）と続いている。
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［表］　新規学卒者の初任給（加重平均）� （単位：円）

高　校　卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大　学　卒

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

全 国 176,247 171,167 188,818 186,824 186,816 183,778 208,040 205,510

島根県　計 177,182 161,107 178,000 187,853 187,100 187,836 204,250 202,668

製 造 業 計 167,621 159,700 155,000 190,000 195,000 190,720 195,000 208,808

非製造業計 182,426 161,889 183,750 187,495 184,467 183,990 206,100 200,779

　※�加重平均は、各事業所の一人当たりの平均初任給額に対象者数を乗じた総和を対象者数の合
計で除した数値。
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6 ．中途採用について
（1） 中途採用の採用募集

【ポイント】
・�県内企業の中途採用について、「採用募集をし、実際に採用した」の割合が、全国平均よりも

上回った。
・�規模別では、規模が大きくなると、「採用募集をし、実際に採用した」割合が高く、規模が小

さくなると、「採用募集を行わなかった」比率が大きい。

令和 4 年度の中途採用者の採用募集について、回答割合が高い項目順に、島根県計・全国平均と
も「採用募集をし、実際に採用した」（島根県計54.5％、全国平均47.9％）「採用募集を行わなかっ
た」、「採用募集をしたが、採用しなかった」と続いている。島根県計と全国平均を比較すると、

「採用募集をし、実際に採用した」では6.6ポイント、「採用募集をし、実際に採用しなかった」で
は1.1ポイント、島根県計が全国平均を上回り、「採用募集を行わなかった」では7.8ポイント、島
根県計が全国平均を下回っている。

島根県計の製造業と非製造業を比較すると、製造業では、「採用募集をし、実際に採用した」
（55.1％）、「採用募集を行わなかった」（33.6％）、「採用募集をしたが、採用しなかった」（11.2％）
と続き、非製造業においても、「採用募集をし、実際に採用した」（54.1％）、「採用募集を行わな
かった」（30.1％）、「採用募集をしたが、採用しなかった」（15.8%）の順で、業種別に見てもほぼ
変わらない結果となった。

［図］　令和 4年度の中途採用者の採用募集【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の規模別をそれぞれみると、「採用募集をし、実際に採用した」が「100～300人」
（93.8％）、「30～99人」（76.1％）「10～29人」（67.0％）と、最も高い割合を示している。一方で、
「 1 ～ 9 人」では、「採用募集を行わなかった」が59.0％と最も高い割合となった。
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［図］　令和 4年度の中途採用者の採用募集【島根県計・従業員規模別】
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（2） 中途採用者の採用充足率

【ポイント】
・�令和 4 年度の中途採用者の採用充足率は、島根県計と全国平均、また、業種別において、製

造業と非製造業、全て同様の高い割合となっている。
・規模別の採用充足率は、「100～300人」が最も高い割合である。

令和 4 年度の中途採用者の採用充足率をみると、島根県計（78.7％）、全国平均（77.0％）、業種
別において、製造業（79.1％）、非製造業（78.4％）、全て約80％の同様の結果となっている。規模
別にみると、「100～300人」（88.2％）、「10～29人」（77.2％）、「30～99人」（77.1％）、「 1 ～ 9 人」

（45.3％）の順となっており、特に「 1 ～ 9 人」の充足率が際立って低い割合となっている。
［図］　中途採用者の採用充足率
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（3） 中途採用を行った従業員の年齢層

【ポイント】
・�島根県計では、「25～34歳」・「45～55歳」が高く、また、「60歳以上」の割合が全国平均より大

きくなっている。
・島根県計の「60歳以上」は、「100～300人」の回答割合が高く、採用意欲があることが伺える。

中途採用を行った従業員の年齢層についてみると、島根県計では「25～34歳」（47.7％）、「45
～55歳」（41.2％）、「35～44歳」（32.7％）の順で回答割合が高く、全国平均では、「25～34歳」

（48.7％）、「35～44歳」（45.0％）、「45～55歳」（40.6％）と続き、また、「60歳以上」は、島根県計
（28.8％）が、全国平均（15.2％）より高くなっている。

島根県計の製造業・非製造業別では、回答割合が高い順に、製造業では「25～34歳」（54.5％）、
「45～55歳」（41.8％）、「35～44歳」（40.0％）と続いており、非製造業では「25～34歳」（43.9％）
「45～55歳」（40.8％）となっている。

［図］　中途採用を行った従業員の年齢層【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別でみると、「 1 ～ 9 人」は「45～55歳」（31.6％）、「10～29人」（「25歳～
34歳」36.9％）、「30～99人」（「25～34歳」及び「45歳～55歳」53.7％）、「100～300人」（「25～34
歳」100.0％）となっている。また、「60歳以上」の回答割合は、「100～300人」（53.3％）が最も高
くなっている。

［図］　中途採用を行った従業員の年齢層【島根県計・従業員規模別】
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7 ．パートタイマーを雇用している事業所について
（1） パートタイマーを採用した理由

【ポイント】
・�島根県計では「正規従業員の確保が困難なため」の回答割合が最上位であるのに対して、全

国平均では、「人手が集めやすいため」の回答割合が最も高い。
・業種別や規模別においても「正規従業員の確保が困難なため」の回答が最も多かった。

パートタイマーを採用した理由についてみると、回答割合が高い項目順に、島根県計では「正規
従業員の確保が困難なため」（34.9％）、「人手が集めやすいため」（28.9％）、「人件費が割安なた
め」（24.8％）、「定年退職者を再雇用するため」（23.5％）、「雇用調整が容易なため」（14.1％）と
続いている。全国平均では「人手が集めやすいため」（31.9％）、「正規従業員の確保が困難なため」

（29.8％）、「人件費が割安なため」（26.9％）、「定年退職者を再雇用するため」（23.2％）、「雇用調
整が容易なため」（18.5％）となっている。島根県計と全国平均を比較すると、「正規従業員の確保
が困難なため」では5.1ポイント、「定年退職者を再雇用するため」では0.3ポイント島根県計が全
国平均を上回っており、「人手が集めやすいため」3.0ポイント、「人件費が割安なため」では2.1ポ
イント、「雇用調整が容易なため」4.4ポイント、島根県計が全国平均を下回っている。

［図］　パートタイマーを採用した理由【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の製造業と非製造業を比較すると、回答割合が高い項目順に違いが見られる。「正規従
業員の確保が困難なため」は製造業（33.9%）・非製造業（35.5%）と最も回答割合が高いが、次
に続く項目が製造業では「定年退職者を再雇用するため」（32.1％）、「人手が集めやすいため」

（30.4％）、「人件費が割安なため」（19.6％）と続くのに対し、非製造業では「人件費が割安なた
め」・「人手が集めやすいため」（28.0％）が同一割合、「定年退職者を再雇用するため」（18.3％）、

「雇用調整が容易なため」（15.1％）の順となっている。
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［表］　パートタイマーを採用した理由（業種別の上位 5位）

島根県 製造業 非製造業

1位 正規従業員の確保
が困難なため 34.9% 正規従業員の確保

が困難なため 33.9% 正規従業員の確保
が困難なため 35.5%

2位 人手が集めやすい
ため 28.9% 定年退職者を再雇

用するため 32.1% 人件費が割安なため 28.0%

3位 人件費が割安なため 24.8% 人手が集めやすい
ため 30.4% 人手が集めやすい

ため 28.0%

4位 定年退職者を再雇
用するため 23.5% 人件費が割安なため 19.6% 定年退職者を再雇

用するため 18.3%

5位 雇用調整が容易な
ため 14.1% 雇用調整が容易な

ため 12.5% 雇用調整が容易な
ため 15.1%

島根県計の従業員規模別にみると、「10～29人」（39.7％）、「100～300人」（46.2％）では、「正規
従業員の確保が困難なため」の回答割合が最上位なのに対して、「 1 ～ 9 人」では、「人件費が割安
なため」（36.1％）が、「30～99人」（42.9％）では「人手が集めやすいため」が、最も回答割合が
高くなっている。

［図］　パートタイマーを採用した理由【島根県計・従業員規模別】
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（2） 正規従業員とパートタイマーの職務

【ポイント】
・�「正規従業員と職務が同じパートタイマーがいる」をみると、島根県計が、全国平均を上回っ

ている。
・製造業と非製造業では回答割合の差がほとんどなく、ほぼ同率の割合となっている。
・�従業員規模別の、「正規従業員と職務が同じパートタイマーがいる」では、従業員規模「100

～300人」の回答割合が最も低くなっている。

正規従業員とパートタイマーの職務について、島根県計「正規従業員と職務が同じパートタイ
マーがいる」は47.7％で、全国平均37.7％と比べ、10ポイント高くなっている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、「正規従業員と職務が同じパートタイマーがいる」（製
造業48.3％・非製造業47.4%）は、ほぼ同じ割合となっている。
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［図］　正規従業員とパートタイマーの職務【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別でみると、「正規従業員と職務が同じパートタイマーがいる」では、「10
～300人」（35.7％）が最も低い。

［図］　正規従業員とパートタイマーの職務【島根県計・従業員規模別】
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（3） 正規従業員とパートタイマーの平均賃金の差

【ポイント】
・�正規従業員との平均賃金の差について、島根県計と全国平均ともに、「正規従業員の 8 割以

上」の回答割合が最も高い。
・�島根県計の製造業・非製造業別では、「正規従業員の 8 割以上」の回答割合は、製造業が非製

造業を上回っている。
・�島根県計の従業員規模別では、「30～99人」を除いて、「正規従業員の 8 割以上」の回答割合

が最も高く、従業員規模が大きくなるほど総じて比率が大きくなっている。

正規従業員との平均賃金の差について、島根県計・全国平均ともに「正規従業員の 8 割以上」の
回答割合が最も高くなっており、島根県計（36.6％）は全国平均（31.3％）よりも5.3ポイント大
きくなっている。島根県計では、「正規従業員の 6 割～ 8 割未満」（26.8％）、「正規従業員と同じ」

（22.5％）、「正規従業員より高い」（9.9％）、「正規従業員の 6 割未満」（4.2％）の順となっている。
全国平均では、「正規従業員と同じ」（30.1％）、「正規従業員の 6 割～ 8 割未満」（27.5％）、「正規
従業員の 6 割未満」（7.1％）「正規従業員より高い」（4.0％）となっている。

島根県計の製造業・非製造業別にみると、「正規従業員の 8 割以上」の回答割合は、製造業
（38.5％）が非製造業（35.6％）を上回っている。

［図］　正規従業員との平均賃金の差【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別では、「10～29人」を除いて、「正規従業員の 8 割以上」の回答割合が最
も高く、従業員規模｛「100～300人」（60.0％）、「30～99人」（47.8％）、「 1 ～ 9 人」（37.5％）｝が
大きくなるほど総じて回答割合が高い傾向にある。

［図］　正規従業員との平均賃金の差【全国・島根県計・従業員規模別】
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（4） パートタイマーの待遇改善のために実施している方策

【ポイント】
・�待遇改善のために実施している方策について、島根県計・全国平均ともに「賞与の支給」の

回答割合が最も高い。
・製造業では「定期昇給の実施」、非製造業では「賞与の支給」の回答割合が最も高い。
・�島根県計の従業員規模別では、回答割合が高い項目をみると、「賞与の支給」「教育訓練の実

施」、「定期昇給の実施」、「手当の支給」、「慶弔休暇の付与」が挙げられる。

待遇改善のために実施している方策について、島根県計・全国平均ともに「賞与の支給」の回答
割合が最も高く、どちらも44.1％となっている。島根県計では「定期昇給の実施」（37.5％）、「手
当の支給」（27.0％）、「正社員への転換処置」・「慶弔休暇の付与」（26.3％）と続いている。全国平
均では、「定期昇給の実施」（35.9％）、「手当の支給」（28.7％）、「慶弔休暇の付与」（25.3％）、「正
社員への転換措置」（24.0％）の順となっている。「定期昇給の実施」では、島根県計が全国平均を
1.6ポイント上回っている。
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［図］　待遇改善のために実施している方策【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の製造業・非製造業別にみると、製造業では「定期昇給の実施」（42.1％）、非製造業で
は「賞与の支給」（46.3％）の回答割合が最も高い。

［表］　待遇改善のために実施している方策（業種別の上位 5位）

島根県 製造業 非製造業

1位 賞与の支給 44.1% 定期昇給の実施 42.1% 賞与の支給 46.3%

2位 定期昇給の実施 37.5% 賞与の支給 40.4% 定期昇給の実施 34.7%

3位 手当の支給 27.0% 正社員への転換措
置・慶弔休暇の付与 22.8% 正社員への転換措

置・慶弔休暇の付与 28.4%

4位 正社員への転換措
置・慶弔休暇の付与 26.3% 特に考えていない 15.8% 手当の支給 27.4%

5位 特に考えていない 15.8% 相談窓口の設置 14.0%
福利厚生施設の利用提
供・教育訓練の実施・
退職金の導入

15.8%

島根県計の従業員規模別をみると、「100～300人」は「教育訓練の実施」・「賞与の支給」
（53.8％）、「30～99人」は「賞与の支給」（53.3％）、「定期昇給の実施」（46.7％）、「10～29人」
は「賞与の支給」（45.0％）、「定期昇給の実施」（36.7％）、「 1 ～ 9 人」は、「特に考えていない」

（32.4％）、「定期昇給の実施」（29.4％）となった。



－36－

［図］　待遇改善のために実施している方策【島根県計・従業員規模別】
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（5） パートタイマーの就業調整の状況

【ポイント】
・「就業調整をしている」をみると、島根県計が全国平均を下回っている。
・�島根県計の製造業・非製造業別をみると、「就業調整をしている」では製造業が非製造業を上

回る。

「就業調整をしている」をみると、島根県計（27.9％）は、全国計（36.1％）と比べ、8.2ポイン
ト低くなっている。

島根県計の製造業・非製造業別をみると、「就業調整をしている」は、製造業（36.8％）が非製
造業（22.7％）を14.1ポイント上回る。

［図］　パートタイマーの就業調整の状況【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別をみると、「就業調整をしている」では、低い方から「100～300人」
（21.4％）、「 1 ～ 9 人」（27.8％）、「10～29人」（28.8％）、「30～99人」（28.9％）の順となっている。
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図　パートタイマーの就業調整の状況【島根県計・従業員規模別】
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（6） パートタイマーが就業調整をした理由

【ポイント】
・�全国平均では「年収が103万円を超えると所得税が発生するため」の回答割合が最も高いのに

対して、島根県計では「年収が130万円を超えると社会保険料が発生するため」が最上位と
なっている。

・�島根県計の製造業・非製造業別をみると、「年収が130万円を超えると社会保険料が発生する
ため」の回答割合は製造業が非製造業より高く、回答割合が高い項目は、製造業・非製造業
で違いがみられる。

・�島根県計の従業員規模別では、「年収が130万円を超えると社会保険料が発生するため」が、
「 1 ～ 9 人」で、最も高い割合を占めている。

パートタイマーが就業調整をした理由について、どのように対応したのか回答をみると、全国平
均では「年収が103万円を超えると所得税が発生するため」（49.2％）の回答割合が最も高いのに対
して、島根県計では「年収が130万円を超えると社会保険料が発生するため」（47.6％）が最上位と
なっており、続いて「年収が103万円を超えると所得税が発生するため」（40.5％）、「年収が150万
円を超えると配偶者特別控除が減少するため」・「年収が103万または130万を超えると配偶者の企業
の家族手当の対象外となるため」・「年収が106万円を超えると企業規模により社会保険料が発生す
るため」（16.7％）となっている。

島根県計の製造業・非製造業別をみると、製造業は「年収が130万円を超えると社会保険料が発
生するため」（55.0％）、「年収が103万円を超えると所得税が発生するため」（40.0％）と続くのに
対し、非製造業では「年収が103万円を超えると所得税が発生するため」・「年収が130万円を超える
と社会保険料が発生するため」（40.9％）が同一割合となっている。
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［図］　パートタイマーが就業調整をした理由【全国・島根県計・製造業・非製造業別】
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島根県計の従業員規模別にみると、島根県計で最も回答割合が高い「年収が130万円を超えると
社会保険料が発生するため」は、「 1 ～ 9 人」（70.0％）、「30～99人」（38.5％）となっている。一
方、「10～29人」では、「年収が103万円を超えると所得税が発生するため」が56.3％で最上位と
なっている。また、「100～300人」では、「年収が106万円を超えると企業規模により社会保険料が
発生するため」・「年収が130万円を超えると社会保険料が発生するため」・「年収が103万円または
130万円を超えると配偶者の企業家族手当の対象外となるため」がそれぞれ33.3％となっている。

［図］　パートタイマーが就業調整をした理由【島根県計・従業員規模別】
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8 ．賃金改定状況について
（1） 賃金改定実施状況

【ポイント】
・�島根県計の賃金改定実施状況は、「引上げた」という回答割合が最も高く、次いで「未定」、
「 7 月以降引上げる予定」、「今年は実施しない（凍結）」と続いている。

・�島根県計の「引上げた」の回答割合は、令和 4 年度（R 4 ）調査を上回っている。「 7 月以降
引上げる予定」の回答割合は、R 4 調査を下回っている。

・島根県計では、従業員規模が大きくなるほど「引上げた」という回答割合が高くなっている。

令和 5 年 1 月 1 日から令和 5 年 7 月 1 日の間の賃金改定実施状況をみると、島根県計では「引
上げた」（58.6％）が最も回答割合が高く、次いで「未定」（19.0％）、「 7 月以降引上げる予定」

（11.5％）、「今年は実施しない（凍結）」（9.2％）と続いている。「引上げた」の回答割合は全国平
均（58.1％）を0.5ポイント上回り、R 4 調査（47.4％）を11.2ポイント越えている。また、「 7 月
以降引上げる予定」11.5％は、R 4 調査（16.8％）を5.3ポイント下回り、「今年は実施しない（凍
結）」（9.2％）は、R 4 調査（14.8％）に比べ5.6ポイント下げている。

島根県計の製造業・非製造業別をみると、「引上げた」とする回答割合は、製造業が（57.0％）
（R 4 ・43.3％）、非製造業が（59.6％）（R 4 ・50.3％）となり、製造業は13.7ポイント、非製造
業は9.3ポイントそれぞれR 4 を上回っている。また、「 7 月以降引上げる予定」の回答割合は、製
造業が（7.5％）（R 4 ・17.5％）、非製造業が（13.8％）（R 4 ・16.4％）となっており、製造業は
10.0ポイント、非製造業は2.6ポイントそれぞれR 4 を下回っている。

［図］　賃金改定実施状況【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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島根県計の従業員規模別では、「引上げた」とする回答割合は従業員規模が大きくなるほど高く
なっており、「100〜300人」では（88.2％）（R 4 ・71.4％）、「 1 〜 9 人」では（44.9％）（R 4 ・
36.0％）となっている。また、その差は43.3ポイントとなっている。
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［図］　賃金改定実施状況【島根県計・規模別】
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（2） 賃金「引上げ」の平均昇給額・昇給率（加重平均）

【ポイント】
・�令和 5 年 1 月 1 日～ 7 月 1 日に、賃金を引き上げた事業所の平均昇給額・昇給率（加重平均）

は、島根県計・全国平均ともに令和 4 年度（R 4 ）を上回っている。
・�直近 3 ヶ年度の平均昇給額の推移を見ると、島根県計では年々高くなっており、特に従業員

規模「 1 〜 9 人」で平均昇給額の増加している。

「賃金を引上げた事業所」の平均昇給額・昇給率は、島根県計で9,298円（昇給率3.71％）と
なっており、昇給額はR 4 の6,191円（昇給率2.51％）を3,107円上回っている。一方、平均昇給額
の全国平均8,920円（昇給率3.48％）と比較すると、平均昇給額・昇給率はR 4 、全国平均の方が
高かったのに対して、令和 5 年度（R 5 ）は島根県計が昇給額で378円、昇給率で0.23ポイント上
回っている。

島根県計の製造業・非製造業別では、「製造業」が平均昇給額8,419円（昇給率3.63％）、非製造
業が平均昇給額9,866円（昇給率3.76％）であり、平均昇給額・昇給率はR 4 と同様に、非製造業
が製造業を昇給額で1,447円、昇給率で0.13ポイント上回っている。

島根県計の従業員規模別で見ると、最も平均昇給額が高いのは「 1 〜 9 人」の13,598円（昇給率
5.62％）で、最も平均昇給額が少ないのは「100〜300人」の7,692円（昇給率3.05％）であり、平
均昇給額の差額は5,906円となり、昨年度の差額（4,385円）と比較すると1,521円拡大している。

直近 3 ヶ年の平均昇給額の推移をみると、島根県計では年々高くなっており、その中で、特に従
業員規模「 1 〜 9 人」で平均昇給額の増加が大きくなっている。（R 3 ・8,655円、R 4 ・10,347円、
R 5 ・13,598円） 
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［図］　賃金「引上げ」の平均昇給額の推移（加重平均）【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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［表］　平均昇給額と平均昇給率（加重平均）　　　� （　）内は前年比
平均昇給額 平均昇給率

全　　　　　国 8,920円（＋2,038） 3.48%（＋0.80）
島　　根　　県 9,298円（＋3,107） 3.71%（＋1.20）

業　種
製 造 業 8,419円（＋3,653） 3.63%（＋1.62）
非 製 造 業 9,866円（＋2,664） 3.76%（＋0.92）

規模別

1 ～ 9人 13,598円（＋3,251） 5.62%（＋1.25）
10 ～ 29人 9,720円（＋2,017） 3.95%（＋0.73）
30 ～ 99人 10,309円（＋4,931） 4.1%（＋1.98）
100～300人 7,692円（＋1,730） 3.05%（＋0.61）

「参考」

出所：�2023年春季労使交渉・中小企業業種別妥協結果（加重平均）�  
（一社）日本経済団体連合会

� （　）内は前年比
規　模　別 妥結額 アップ率

1 0 0 人 未 満 7,582円（＋3,085） 3.01％（＋1.21）
100人～300人未満 7,576円（＋2,517） 2.88％（＋0.94）

［表］　島根県の業種別の平均昇給額（加重平均）

製 造 業

食 料 品 14,089円

非製造業

運 輸 業 3,352円
繊 維 工 業 10,000円 建 設 業 10,401円
木材・木製品 7,166円 卸 売 業 9,058円
印刷・同関連 4,836円 小 売 業 11,979円
窯 業・ 土 石 6,734円 サ ー ビ ス 業 8,695円
金属・同製品 7,065円
機 械 器 具 12,849円

※�加重平均は、各事業所の一人当たりの昇給額に対象者数を乗じた総和を対象者数
の合計で除した数値。
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［表］　島根県の最低賃金（過去 5か年）　　　　　　［表］　全国加重平均額の最低賃金（過去 5か年）
発行年月日 最低賃金 引 上 額 発行年度 最低賃金 引 上 額

令和元年10月1日 790円 令和元年度 901円
令和2年10月1日 792円 2円 令和2年度 902円 1円
令和3年10月2日 824円 32円 令和3年度 930円 28円
令和4年10月5日 857円 33円 令和4年度 961円 31円
令和5年10月6日 904円 47円 令和5年度 1,004円 43円

出所：「平成14年から令和 5 年度までの地域別最低賃金改定状況」厚生労働省

［図］　平均昇給額と平均昇給率の推移
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（3） 賃金改定の内容

【ポイント】
・�島根県計の賃金改定内容では、「定期昇給」の割合が最も高く、「基本給の引上げ（定期昇給

制度のない事業所）」・「ベースアップ」が続いている。
・�島根県計の「定期昇給」は、非製造業が製造業を上回り、「基本給の引上げ（定期昇給制度の

ない事業所）」の回答割合は、製造業が非製造業を越えている。
・島根県計の「定期昇給」の割合は、従業員規模が大きくなるほど高くなっている。

賃金改定の内容をみると、島根県計では「定期昇給」が52.5％で最も回答割合が高く、次いで
「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が38.1％、「ベースアップ」が27.2％、「諸手当
の改定」が17.3％、「臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ」が12.9％と続いている。島根県
計の「定期昇給」は、令和 4 年度（R 4 ）調査（55.0％）を2.5ポイント下回り、「基本給の引上げ

（定期昇給制度のない事業所）」は、R 4 調査（33.3％）を4.8ポイント上回っており、全国平均で
も同様な傾向が表れている。

島根県計の製造業・非製造業別でみると、「定期昇給」を回答した事業所の割合は、非製造業
56.9％が製造業44.4％を12.5ポイント上回っている。また、「基本給の引上げ（定期昇給制度のな
い事業所）」の回答割合は、製造業40.3％が非製造業36.9％より3.4ポイント高くなっている。
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［図］　賃金改定の内容【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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島根県計の従業員規模別では、「定期昇給」を回答した事業所の割合は、従業員規模が大きいほ
ど増加傾向がみられ、最も高い「100〜300人」86.7％と、最も低い「 1 〜 9 人」40.8％の差は45.9
ポイントとなっている。

［図］　賃金改定の内容【島根県計・従業員規模別】
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（4） 賃金改定の決定要素

【ポイント】
・賃金改定の決定要素では、島根県計・全国平均ともに「労働力の確保・定着」と「企
業の業績」が回答割合の最上位となっている。
・島根県計の「労働力の確保・定着」は、製造業が非製造業の回答割合を上回り、反対に島根
県計の「企業の業績」では、非製造業が製造業より高くなっている。
・島根県計の「物価の動向」は、従業員規模問わず同様の回答割合となっている。

賃金改定の決定要素をみると、島根県計では回答割合が高い項目が「労働力の確保・定着」
61.5%（令和 4 年度（R 4 ）59.4％）、「企業の業績」57.1％（R 4 ・56.1％）となっており、全国
平均でも同様な傾向が表れている。島根県計の「労働力の確保・定着」はR 4 を2.1ポイント、「企
業の業績」もR 4 を1.0ポイント越える結果となっている。

島根県計の製造業・非製造業別でみると、回答割合が高い項目が、製造業では「労働力の確保・
定着」が66.2％、「企業の業績」が52.1％と続くのに対し、非製造業では「企業の業績」59.7%、

「労働力の確保・定着」59.0％の順となっている。「労働力の確保・定着」の回答割合は、製造業が
非製造業を7.2ポイント上回り、また「企業の業績」は、非製造業が製造業より7.6ポイント高く
なっている。

［表］　賃金改定の決定要素（業種別の上位 5位）　　　　　� （　）内は前年順位

島根県 製造業 非製造業

1位 労働力の確保・定着
（1） 61.5% 労働力の確保・定着

（1） 66.2% 企業の業績（2） 59.7%

2位 企業の業績（2） 57.1% 企業の業績（1） 52.1% 労働力の確保・定着
（1） 59.0%

3位 物価の動向（4） 45.9% 物価の動向（4） 42.3% 物価の動向（3） 47.8%

4位 賃上げムード（7） 21.0% 世間相場（2） 35.2% 世間相場（4） 33.6%

5位 労使関係の安定（5） 20.0% 賃上げムード（5） 21.1% 賃上げムード（7） 20.9%
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［図］　賃金改定の決定要素【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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［図］　賃金改定の決定要素【島根県計・従業員規模別】
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島根県中小企業団体中央会

〒690-0886　松江市母衣町55番地4

中央会URL　  https://www.crosstalk.or.jp/

TEL 0852（21）4809
FAX 0852（26）5686

島根県の
中小企業労働事情
― 島根県中小企業労働事情実態調査結果報告書 ―

令和5年度



令和 ５年度 中小企業労働事情実態調査（島根県中央会の追加調査報告書）

１．目的
　この調査では、「全国の労働事情実態調査」にあわせて、島根県内の経済状況の課題を明確にするために
独自項目を設定して行う。

２ ．実施方法
　下記の項目について、調査を実施。
①高齢者雇用の実態について
②障がい者雇用の実態について
③男女ともに働きやすい職場づくりについて
④直近年度における男性の育児休業取得状況
⑤外国人雇用（受入）について

３ ．追加調査回答数

調査時点：令和 5年 7月 1日（土）
調査対象：県内中小企業600事業所
回 答 数：290事業所（回収率48.3％）
製 造 業：130事業所
非製造業：160事業所

（参考：全国調査の回答事業所数等）
単位：（事業所数）

調査対象事業所 有効回答数 製造業 非製造業 有効回答率
全 国 40,271 18,139 8,469 9,670 45.0%
島 根 県 600 300 110 190 50.0%

－ 1 －



１ ．高齢者雇用の実態について
　60歳以上の従業員を雇用しているか

　「60歳～64歳」、「65歳～70歳」、「70歳以上」
の中で、最も雇用の割合が高いのは「60歳～64
歳」の71.4％であり、次いで「65歳～70歳」の
63.1%、最も低いのが「70歳以上」の45.5％と
なり、50％を下回る結果となっている。以上の
ことから、「70歳以上」については、「60歳～64
歳」、「65歳～70歳」と比較してみると、雇用率
が大幅に低いことが伺える。

　また、規模別にみると、「65歳～70歳」では、
1～ ９人で28％、10～29人で68％、30～99人で
84％、100～300人で100％となった。続いて、
「70歳以上」では、 1～ 9人で23％、10～29人
で46％、30～99人で63％、100～300人で83％と
なった。従業員規模が大きくなるほど、65歳以
上の雇用率は高くなっている。

2 
 

１１．．高高齢齢者者雇雇用用のの実実態態ににつついいてて  

6600歳歳以以上上のの従従業業員員をを雇雇用用ししてていいるるかか  

【ポイント】 

・60 歳以上の雇用率については 60 歳～64 歳では、半数以上を越えているが、70 歳

以上は半数を下回っている。 

 

「60歳～64歳」、「65歳～70

歳」、「70歳以上」の中で、最も雇

用の割合が高いのは「60 歳～64

歳」の 71.4％であり、次いで「65

歳～70 歳」の 63.1%、最も低いの

が「70歳以上」の 45.5％となり、

50％を下回る結果となっている。

以上のことから、「70歳以上」に

ついては、「60歳～64歳」、「65歳

～70歳」と比較してみると、雇用

率が大幅に低いことが伺える。 

  

また、規模別にみると、「65歳～

70 歳」では、1～９人で 28％、10

～29 人で 68％、30～99人で

84％、100～300人で 100％となっ

た。続いて、「70歳以上」では、1

～9人で 23％、10～29人で

46％、30～99人で 63％、100～

300 人で 83％となった。従業員規

模が大きくなるほど、65歳以上の

雇用率は高くなっている。 
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（R5）65歳～70歳の雇用率（規模別）
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【ポイント】
・60歳以上の雇用率については60歳～64歳では、半数以上を越えているが、70歳以上は半数を下回っ
ている。
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２ ．障がい者雇用の実態について
　
　

（ １）障がい者の雇用状況
　　当調査票の回収先290事業所の内、障がい者
を雇用している事業所は、26.6％であり、 4分の
1以上の事業所が雇用していることとなる。令和
４年度は25.2％で昨年よりも雇用率が増えている
ことが伺える。

　この事業所のうち、障がいの種類ごと人数では
「身体障がいのある人」が54人で最も多く、次い
で「知的障がいのある人」36人、「精神障がいの
ある人」23人となっている。

　障がい者を雇用している77事業所を規模別にみ
ると、 1～ 9人で 2％、10～29人で19％、30～99
人で48％、100～300人で100％となり、従業員規
模が大きくなるほど、雇用率は高くなっている。

【ポイント】
・従業員規模が大きくなるほど、障がいのある人の雇用率は高くなっている。
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２２．．障障ががいい者者雇雇用用のの実実態態ににつついいてて  

【ポイント】 

・従業員規模が大きくなるほど、障がいのある人の雇用率は高くなっている。 

 

（１）障がい者の雇用状況 

 

当調査票の回収先 290事業所の

内、障がい者を雇用している事業所

は、26.6％であり、4分の 1以上の

事業所が雇用していることとなる。

令和４年度は 25.2％で昨年よりも雇

用率が増えていることが伺える。 

 

 

 

 

この事業所のうち、障がいの種類

ごと人数では「身体障がいのある

人」が 54人で最も多く、次いで

「知的障がいのある人」36人、「精

神障がいのある人」23人となって

いる。   
 

 

 

 

障がい者を雇用している 77事業

所を規模別にみると、1～9人で

2％、10～29 人で 19％、30～99人で

48％、100～300 人で 100％となり、

従業員規模が大きくなるほど、雇用

率は高くなっている。 
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（２）法定雇用による障がい者雇用について

　

　290事業所のうち、法で雇用義務の生じる規模
（43.5人以上）の事業所は、63事業所あり、そのう
ち、一人以上の障がい者を雇用している事業所は、
44事業所（69.8%）であった。
　この結果は、島根県の法定雇用率を達成している
企業※ ３と、同様の傾向を示す結果となった。
　令和 ６年度には、対象事業主の範囲が引き下げら
れ、かつ法定雇用率が引き上げられるため、来年度
以降の島根県の法定雇用率は留意が必要である。

　
※ 1　障害者雇用率については、令和 ５年度の民間企業の法定雇用率は2.3％、対象事業主の範囲43.5人以上、令和 ６年 ４月

より、障害者を雇用しなければならない対象事業主の範囲は、40.0人以上に引き下げられる。
　　　出所：厚生労働省「障害者の法定雇用率引上げと支援策の強化について」
※ 2　新たな雇用率の設定については令和 ５年度からの障害者雇用率は、2.7％であるが、令和 ５年度においては2.3％で据

え置いている。　
　　　出所：厚生労働省「令和 ５年度からの障害者雇用率の設定等について」
※ 3　全国の法定雇用率達成企業48.3％、島根県の法定雇用率達成企業　67.6％（全国第 １位）
　　　出所：厚生労働省および、島根労働局「令和 ４年障害者雇用状況の集計結果」
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（２）法定雇用による障がい者雇用について 

【ポイント】 

・法で雇用義務の生じる規模（43.5 人以上）の事業所のうち、障がいのある人を 1人以

上雇用している事業所は、7割近くある。 

 

290 事業所のうち、法で雇用義務の生じる規

模（43.5人以上）の事業所は、63事業所あ

り、そのうち、一人以上の障がい者を雇用し

ている事業所は、44 事業所(69.8%)であった。 

この結果は、島根県の法定雇用率を達成し

ている企業※３と、同様の傾向を示す結果と

なった。 

令和６年度には、対象事業主の範囲が引き

下げられ、かつ法定雇用率が引き上げられる

ため、来年度以降の島根県の法定雇用率は留

意が必要である。 

 

※1障害者雇用率については、令和５年度の民間企業の法定雇用率は 2.3％、対象事業主の範囲 43.5人以上、令和６

年４月より、障害者を雇用しなければならない対象事業主の範囲は、40.0人以上に引き下げられる。 

出所：厚生労働省「障害者の法定雇用率引上げと支援策の強化について」  

※2新たな雇用率の設定については令和５年度からの障害者雇用率は、2.7％であるが、令和５年度においては 2.3％

で据え置いている。  

出所：厚生労働省「令和５年度からの障害者雇用率の設定等について」 

※3全国の法定雇用率達成企業 48.3％、島根県の法定雇用率達成企業 67.6％（全国第１位） 

   出所：厚生労働省および、島根労働局「令和４年 障害者雇用状況の集計結果」  
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雇用しているか
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【ポイント】
・法で雇用義務の生じる規模（43.5人以上）の事業所のうち、障がいのある人を 1人以上雇用してい
る事業所は、 7割近くある。
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３．男女ともに働きやすい職場づくりについて
　（ １）女性管理職の割合
　①女性の役員の割合

　下記のグラフより、令和 5年度調査での女性の役員の割合は「 0％～ 1％未満」が65.2%で最も高く、次
いで「10％以上～50％未満」が20.0％となっている。また、令和 ２年度と比較すると、「10％以上50％未満」
が10.9％から20.0％に増えている。

　②役員以外の女性管理職の割合

　また、令和 5年度調査での役員以外の女性管理職の割合は「 0～ 1％未満」が83.4％と最も割合が高く、
次いで「 1 ％～10％未満」が10.3％となっている。また、令和 ２年度と比較すると、「 1 ％以上10％未満」
が4.4％から10.3％に増えている。

【ポイント】
・令和 ２年度と比較すると、女性の役員の割合は増加している。

5 
 

３３．．男男女女ととももにに働働ききややすすいい職職場場づづくくりりににつついいてて  

（（１１））女女性性管管理理職職のの割割合合  

①①女女性性のの役役員員のの割割合合  

【ポイント】  

・令和２年度と比較すると、女性の役員の割合は増加している。 

下記のグラフより、令和 5年度調査での女性の役員の割合は「0％～1％未満」が

65.2%で最も高く、次いで「10％以上～50％未満」が 20.0％となっている。また、令

和２年度と比較すると、「10％以上 50％未満」が 10.9％から 20.0％に増えている。 

    

②②役役員員以以外外のの女女性性管管理理職職のの割割合合  

【ポイント】 

・役員以外の女性管理職の割合は、令和２年度と比較すると、増加傾向にある。 

また、令和 5年度調査での役員以外の女性管理職の割合は「0～1％未満」が 83.4％

と最も割合が高く、次いで「1％～10％未満」が 10.3％となっている。また、令和２

年度と比較すると、「1％以上 10％未満」が 4.4％から 10.3％に増えている。 
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0～1％未満 1％以上10％未満

10％以上50％未満 50％以上100％未満
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３３．．男男女女ととももにに働働ききややすすいい職職場場づづくくりりににつついいてて  

（（１１））女女性性管管理理職職のの割割合合  

①①女女性性のの役役員員のの割割合合  

【ポイント】  

・令和２年度と比較すると、女性の役員の割合は増加している。 

下記のグラフより、令和 5年度調査での女性の役員の割合は「0％～1％未満」が

65.2%で最も高く、次いで「10％以上～50％未満」が 20.0％となっている。また、令

和２年度と比較すると、「10％以上 50％未満」が 10.9％から 20.0％に増えている。 

    

②②役役員員以以外外のの女女性性管管理理職職のの割割合合  

【ポイント】 

・役員以外の女性管理職の割合は、令和２年度と比較すると、増加傾向にある。 

また、令和 5年度調査での役員以外の女性管理職の割合は「0～1％未満」が 83.4％

と最も割合が高く、次いで「1％～10％未満」が 10.3％となっている。また、令和２

年度と比較すると、「1％以上 10％未満」が 4.4％から 10.3％に増えている。 

65.2%5.9%

20.0%

9.0%

（Ｒ５）女性役員の割合について

0～1％未満 1％以上10％未満

10％以上50％未満 50％以上100％未満

83.4%

10.3%

5.9% 0.3%

（Ｒ５）役員以外の

女性管理職の割合について

0～1％未満 1％以上10％未満

10％以上50％未満 50％以上100％未満

75.7%

5.0%

10.9%

8.4%

「過年度比較」（R2）

女性役員の割合について

0～1％未満 1％以上10％未満

10％以上50％未満 50％以上100％未満

89.1%

4.4% 5.6%0.9%

「過年度比較」（R2）

役員以外の女性管理職の割合について

0～1％未満 1％以上10％未満

10％以上50％未満 50％以上100％未満

【ポイント】
・役員以外の女性管理職の割合は、令和 ２年度と比較すると、増加傾向にある。
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　③女性役員、役員以外の女性管理職の割合について

　女性役員と役員以外の女性管理職の「10％以上」の割合について、直近 ４ヶ年を比較すると、女性役員の
割合については、微増であるが、役員以外の女性管理職は、「10％以上50％未満」、「50％以上100％未満」共
に令和 ３年度から令和 ４年度にかけて急激に増加している。

（ ２）男女ともに働きやすい職場づくりに向けて、取り組みたい事項

　男女ともに働きやすい職場づくりに向けて取り組みたい事項については、令和 5年度の調査では「育児・
介護に関わる柔軟な勤務制度の整備」（118事業所）が最も多く、 2番目に多いのが「職場改善に向けて、社
内コミュニケーションの活発化」（105事業所）となっている。また、 3番目に多いのが「社員の資格取得に
向けた費用の助成」（97事業所）であり、 4番目は「男性の育児休業取得推進」（38事業所）の順となっている。
　また、「女性が働きやすい職場環境整備」については、具体的な自由記述として、「トイレの整備」（ 9件）、
「休憩室を設ける」（ 7件）など意見が出されている。
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③③女女性性役役員員、、役役員員以以外外のの女女性性管管理理職職のの割割合合ににつついいてて  

【ポイント】 
・役員以外の女性管理職は、令和３年度から令和４年度にかけて急激に増加している。 

女性役員と役員以外の女性管理職の「10％以上」の割合について、直近４ヶ年を比

較すると、女性役員の割合については、微増であるが、役員以外の女性管理職は、

「10％以上 50％未満」、「50％以上 100％未満」共に令和３年度から令和４年度にかけ

て急激に増加している。 

 

（（２２））男男女女ととももにに働働ききややすすいい職職場場づづくくりりにに向向けけてて、、取取りり組組みみたたいい事事項項  

【ポイント】 

・直近４ヶ年で比較すると、「社内で自己申告制度・提案報奨の推進」、「テレワークな

ど在宅勤務の推進」、「女性が働きやすい職場環境整備」、「社員の資格取得に向けた費

用の助成」、「男性の育児休業取得推進」は、増加傾向にあった。 

男女ともに働きやすい職場づくりに向けて取り組みたい事項については、令和 5年

度の調査では「育児・介護に関わる柔軟な勤務制度の整備」（118事業所）が最も多

く、2番目に多いのが「職場改善に向けて、社内コミュニケーションの活発化」（105

事業所）となっている。また、3番目に多いのが「社員の資格取得に向けた費用の助

成」（97事業所）であり、4番目は「男性の育児休業取得推進」（38事業所）の順とな

っている。 

また、「女性が働きやすい職場環境整備」については、具体的な自由記述として、

「トイレの整備」（9 件）、「休憩室を設ける」（7件）など意見が出されている。 

 

10.9%
15.6%

19.4% 20.0%8.4%

8.2%
8.3% 9.0%5.6%

6.2%

19.4% 20.0%
0.9%

2.5%

8.3% 9.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

R2 R3 R4 R5

女性役員、役員以外の女性管理職の割合について(R2～R5）

10％以上50％未満（役員） 50％以上100％未満（役員）

10％以上50％未満（管理職） 50％以上100％未満（管理職）

【ポイント】
・役員以外の女性管理職は、令和 ３年度から令和 ４年度にかけて急激に増加している。

【ポイント】
・直近 ４ヶ年で比較すると、「社内で自己申告制度・提案報奨の推進」、「テレワークなど在宅勤務の
推進」、「女性が働きやすい職場環境整備」、「社員の資格取得に向けた費用の助成」、「男性の育児休
業取得推進」は、増加傾向にあった。
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　直近 4ヵ年の推移をみると、令和 4年度との比較では、「社内で自己申告制度・提案報奨の推進」が 7件
の増加、「テレワークなど在宅勤務の推進」が 7件の増加、「女性が働きやすい職場環境整備」 6件の増加、
「社員の資格取得に向けた費用の助成」が 4件の増加、「男性の育児休業取得推進」が 2件の増加、となって
いる。
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直近 4ヵ年の推移をみると、令和 4年度との比較では、「社内で自己申告制度・提案

報奨の推進」が 7件の増加、「テレワークなど在宅勤務の推進」が 7件の増加、「女性

が働きやすい職場環境整備」6 件の増加、「社員の資格取得に向けた費用の助成」が 4

件の増加、「男性の育児休業取得推進」が 2件の増加、となっている。 
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（Ｒ５）男女ともに働きやすい職場づくりに向けて、

取り組みたい事項について（複数回答）

144 

21 

108 

22 

27 

103 

59 

156

39

127

19

40

117

87

120 

19 

121 

12 

36 

93 

35 

118 

26 

105 

19 

38 

97 

41 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

育児・介護に関わる柔軟な勤務制度の整備

社内で自己申告制度・提案報奨の推進

職場改善に向けて、社内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの活発化

テレワークなど在宅勤務の推進

男性の育児休業取得推進

社員の資格取得に向けた費用の助成

女性が働きやすい職場環境整備

（事業所）
男女ともに働きやすい職場づくりに向けて、取り組みたい事項について

（R2～R5）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５
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４．直近年度における男性の育児休業取得状況

　直近年度で育児休業取得に該当する男性従業員が
いるのかの問いについては、23.1％（67事業所）
が「該当する男性従業員がいる」という結果となっ
た。また、そのうち育児休暇を取得させた事業所は
24事業所（26.4%）となっている。また、育児休暇
取得に該当する男性従業員数は、136人で、実際に
育児休暇を取得した人数は37人となった。島根県の
育児休業取得者の割合は27.2％、全国の育児休業取
得の割合17.13％※より、10.07ポイント高い。
　さらに、育児休業を取得した男性従業員の
平均取得期間については、「10日未満」（10事
業所）「10日～ 1ヶ月」（10事業所）の事業所
が最も多く、次いで多いのが「 １ヶ月～ ６ヶ
月」（ ６事業所）の事業所という結果となっ
ている。また、令和 ４年度と令和 ５年度で比
較すると、「10日未満」、「10日～ 1ヶ月」、
「 1ヶ月～ 6ヶ月」はともに増加している。
※全国育児休業取得者の割合　男性：17.13％（令
和 ３年度13.97％）出所：厚生労働省「令和 ４年
度雇用均等基本調査」

【ポイント】
・育児休業を取得した男性従業員について、島根県は全国の育児休業取得者の割合より、高い傾向に
ある。
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４４．． 直直近近年年度度ににおおけけるる男男性性のの育育児児休休業業取取得得状状況況  

【ポイント】 

・育児休業を取得した男性従業員について、島根県は全国の育児休業取得者の割合よ

り、高い傾向にある。 

 

直近年度で育児休業取得に該当する男性従業

員がいるのかの問いについては、23.1％（67

事業所）が「該当する男性従業員がいる」とい

う結果となった。また、そのうち育児休暇を取

得させた事業所は 24事業所（26.4%）となって

いる。また、育児休暇取得に該当する男性従業

員数は、136人で、実際に育児休暇を取得した

人数は 37人となった。島根県の育児休業取得

者の割合は 27.2％、全国の育児休業取得の割

合 17.13％※より、10.07ポイント高い。 

さらに、育児休業を取得した男性従業員

の平均取得期間については、「10日未満」

（10事業所）「10日～1ヶ月」（10事業

所）の事業所が最も多く、次いで多いのが

「１ヶ月～６ヶ月」（６事業所）の事業所

という結果となっている。また、令和４年

度と令和５年度で比較すると、「10 日未

満」、「10日～1ヶ月」、「1ヶ月～6ヶ月」

はともに増加している。 

※全国育児休業取得者の割合 男性 ： 17.13％ （令和３年度 

13.97％）出所：厚生労働省「令和４年度雇用均等基本調査」 
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４４．． 直直近近年年度度ににおおけけるる男男性性のの育育児児休休業業取取得得状状況況  

【ポイント】 

・育児休業を取得した男性従業員について、島根県は全国の育児休業取得者の割合よ

り、高い傾向にある。 
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う結果となった。また、そのうち育児休暇を取
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いる。また、育児休暇取得に該当する男性従業

員数は、136 人で、実際に育児休暇を取得した

人数は 37人となった。島根県の育児休業取得
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はともに増加している。 
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13.97％）出所：厚生労働省「令和４年度雇用均等基本調査」 
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４４．． 直直近近年年度度ににおおけけるる男男性性のの育育児児休休業業取取得得状状況況  

【ポイント】 

・育児休業を取得した男性従業員について、島根県は全国の育児休業取得者の割合よ

り、高い傾向にある。 

 

直近年度で育児休業取得に該当する男性従業

員がいるのかの問いについては、23.1％（67

事業所）が「該当する男性従業員がいる」とい

う結果となった。また、そのうち育児休暇を取

得させた事業所は 24事業所（26.4%）となって

いる。また、育児休暇取得に該当する男性従業

員数は、136 人で、実際に育児休暇を取得した
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５．外国人雇用（受入）について
　（ １）外国人雇用（受入）の有無、雇用（受入）している在留資格

　外国人雇用（受入）の有無について、左記のグ
ラフより、雇用（受入）している事業所は13.1％と
なった。
　
　また、外国人を雇用（受入）している場合の在留
資格については、最も多いのが技能実習生で30事業
所、次いで特定技能が10事業所、高度人材が 5事業
所と続いている。その他の回答があった事業所では
「インターンシップ」、「正社員、契約社員」「人柄に
よる」、「婚姻による」がそれぞれ 1件の記述があっ
た。
　また、雇用している事業所を業種別にみると、製
造業で、最も雇用しているのは、繊維工業で 9事業
所、続いて、金属・同製品で、 5事業所となってい
る。非製造業では、建設業が11事業所と最も高く、
続いて、小売業・対個人サービス業の ２事業所と
なっている。

【ポイント】
・外国人を最も多く雇用しているのは、製造業で繊維工業、非製造業で、建設業である。

9 
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　（ ２）外国人雇用（受入）の今後の考え方

　外国人雇用（受入）の今後の考え方について、下記のグラフより、「リスクを感じ、踏み切れない」の回
答が118事業所で最も多くなっている。一方で、「これから研究して前向きに取り組む」の回答が52事業所、
「雇用（受入）を増やす」が23事業所あり、外国人雇用（受入）に前向きな事業所が少なからず存在するこ
とが伺える。令和 ４年度と比較すると、ほぼ変わらない結果となった。
　またその他の回答のうち、「考えていない」、「未定」、「受入の予定なし」、「現状ではわからない」という
回答が計 8事業所ある。
　他にも「受け入れを縮小していきたい」、「今は雇用の必要がない」、「技術習得に難しさを感じる」、「外国
人を雇用する体制ができない」、「理化学機器、試薬の販売外交員がメインのため難しいと感じている」、「受
入環境が整っていない」、「技術の流出を防ぐため、受入の予定はない」、「過去技能実習生を受け入れていた
が、今後は行わない」等、受入に消極的な意見がある。
　一方で、「日本人と同様（同列）に考
える」、「日本人、外国人関係なく必要
な人材であれば受け入れる」、「応募が
あれば前向きに応じる」、「積極的に増
やす気はないが、縁があれば」、「現状
維持」、「思考中」との受入に前向きな
回答もあった。

【ポイント】
・外国人雇用の今後の考え方として、「リスクを感じ、踏み切れない」事業所が最も多い。
・「これから研究して前向きに取り組む」や「雇用（受入）を増やす」等、前向きな回答もある。

10 
 

（（２２））外外国国人人雇雇用用（（受受入入））のの今今後後のの考考ええ方方  

【ポイント】 
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